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【1】役所への開業等の届出 

 

ご開業おめでとうございます。 

皆さんが最初にすべきことは税務署への開業等の届出の提出です。もし、期限内に提

出できなければ損をする場合がありますのでご注意ください。 

 

□ 開業届出書 

所轄の税務署に事業の開始等の事実があった日から 1月以内に提出してください。 
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□ 所得税の青色申告承認申請書 

開業日から 2 カ月以内に提出しなければなりません。提出が 1 日でも遅れると、青色申
告できるのが 1年先に延びるので注意しましょう。 
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□ 青色事業専従者給与に関する届出書 

青色事業専従者給与額を算入しようとする年の 3月 15日(その年の 1月 16日以後、新た
に事業を開始した場合や新たに専従者がいることとなった場合には、その開始した日や専

従者がいることとなった日から 2か月以内)までです。 
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□ 給与支払事務所等の開設届出書 

家族や従業員に給与を支払う場合、「従業員の所得税を預かって納めます」という届け出を

します。これが「給与支払事務所等の開設届出書」です。預かった所得税は給与支給日の翌

10日までに税務署に納付します。 
 

 

 

□ 源泉所得税の納期の特例に関する申請書 

給料の支払う人が 10人未満ならこの書類を提出する事により毎月納税する手間が省けます。
預かった所得税は 1～6月分は 7月 10日までに、7～12月分は 1月 20日までに納付します。 
申請書を提出した月の翌月分より適用されます。 
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【2】帳簿の作成 

開業届が済んだら、いよいよ確定申告（3/15まで）の準備を開始しましょう。 

 

 

 

具体的な流れは 

 

書類の整理 → 帳簿の作成 → 決算 → 確定申告書・青色決算書の作成 

 

 

（1）書類の整理 

 

はじめにすることは毎日発生する山のような書類の整理です。 

現金で支払った「領収書」、仕入先から送られてくる「請求書」、店舗や事務所の「契約書」、

銀行からの借入金の「返済明細」等々大切を整理しておかないと大変なことになります。 

当事務所がお勧めしている方法は次の通りですので参考にしてください。 

 

① 領収書（支払ったもの） 
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② 請求書（自社発行、他社発行） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

③ 重要書類（契約書、借入明細、リース明細等々） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
ポイント！ 
 
支払額が 10万円を超えた場合には、資産となりますので領収書や請求書のコピーを
作成した元帳等に貼っておくと後から役立ちます。 
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④ 帳簿の保存期間 
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（2） 帳簿の作成は 手書きか・・パソコンか・・ 
 
いよいよ帳簿の作成作業に入ります。事業規模によりますが、ほとんどの方には

パソコンで帳簿を作成する事をお勧めします。 
 
 

① 手書きの帳簿  
（長所） 

・ボールペンと元帳用紙があればＯＫです。 

・文房具屋（ホームセンター等）で用紙が800円程度で販売されています。 

 

（弱点） 

・作業時間がかかるので日常のお仕事に追われる方には向いていません。また記

帳ミスがあった場合には決算書が正しく作成されません。 

・確定申告時期に苦労しないためにも定期的に帳簿を作成しましょう。 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

② 会計ソフト （パソコン） 
（長所） 

・現金・預金の取引を入力するだけで簡単に帳簿が作成されます。 

・会計の知識がなくても使えるものもあり手書きより格段に作業時間が少なくなりま

す。 

 

（弱点） 

・パソコンが操作できないと苦労します。 

・基本的には毎年ソフトの購入が必要で一般的な「やよいの青色申告」だと毎年

10,000円前後の負担です。 
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会計ソフトは最近話題の「クラウド会計」や市販の「パッケージソフト」と税理士等が提供する

「業務用ソフト」があります。 

一覧にしましたので参考にご覧ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 手書きの帳簿作成をご希望の方や青色申告会の会員になり、ブルーリターンを

購入すると商工会議所から指導を受けることが出来ます。 

 

【パッケージソフト】

弥生会計14スタンダード 個人事業・小規模法人  実売 32,000円

弥生会計プロフェッショナル 中・小規模法人 実売 56,000円

やよいの⻘⾊申告15 個人事業 実売 10,800円

会計王16 個人事業・小規模法人 実売 24,000円

会計王16 ＰＲＯ 中・小規模法人 実売 40,000円

ソリマチみんなの⻘⾊申告16 個人事業 実売 6,000円

ブルーリターン 個人事業 ⻘⾊申告会会員⽤

わくわく財務会計3 個人事業・小規模法人 実売 12,000円

ＰＣＡ会計Ｘ 中・小規模法人 実売 136,000円

ＯＢＣ勘定奉⾏ 中・小規模法人 実売 126,000円

弥生会計

その他 会計ソフト
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ポイント ！ 

 

価格や宣伝に惑わされ、反応スピードが遅かったり、操作性が悪いソフトを選択すると帳簿

の作成に時間をとられるという本末転倒な事態にもなりますので一般的（ポピュラー）な製品

をお勧めします。 

 

【クラウドソフト】

月額980円

年間11,760円

月額1,980円

年間23,760円

月額800円

年間9,600円(年⼀括8,800円)

月額1,800円

年間21,600円(年⼀括19,800円)

月額980円

年間10,780円(サポートあり)

月額1,980円

年間21,780円(サポートあり)

月額2,340円

年間28,080円(サポートなし)

月額2,700円

年間32,400円(サポートあり円)

月額720円

年間8,640円(サポートなし)

月額1,080円

年間12,960円(サポートあり円)

月額 380円

年間 4,560円(サポートなし)

月額1,480円

年間17,760円(サポートなし)

freee

個人事業主プラン 個人事業

法人プラン 小規模法人

ハイブリッド会計Crew

ビジネスプラン 個人 個人事業

ビジネスプラン 法人 小規模法人

MFクラウド

MFクラウド確定申告 個人事業

MFクラウド会計 小規模法人

弥生会計

弥生会計 オンライン

小規模法人

小規模法人

やよいの⻘⾊申告
 オンライン

個人事業

個人事業主

JDL

JDL出納帳net 個人事業・小規模法人

JDL会計net 中・小規模法人

【業務用会計ソフト】

月額3,000円

年間36,000円

月額5,000円

年間60,000円

月額35,000円

年間420,000円

月額1,000円

年間12,000円

月額1,500円

年間18,000円

大規模法人向け

ミロク情報

記帳くん 個人事業・小規模法人

i Compass NX 中・小規模法人

FX4 クラウド

TKC

e21 個人事業・小規模法人

FX2 中・小規模法人
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③ 業者に頼む（税理士事務所、記帳会社等）  
 

（長所） 

・仕事で忙しい方にお勧めです。領収書の整理をしてくれる場合もあります。 

 

（弱点） 

 ・業者や作業量によって料金が異なります。 

・帳簿はどの業者でも作成できますが、税理士以外の業者が確定申告書を作成し

た場合には法律で罰せられます。 
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【3】具体的な帳簿の作成までの流れ 

 

 

（1） 取引発生 ： 領収書・請求書等の整理が必要 

取引とは・・ 

・簿記上の取引は、企業の営業活動のなかで「商談が成立した」などの一般にいう取

引と、意味合いが異なります。簿記では、財産の増減に関する活動のみを取引とみ

なし、契約をした時点では、まだ財産は増減していないということで取引とはみなしま

せん。 

ポイントは財産の増減です。 

 

・簿記上の取引では、領収書、納品書、請求書等の書類が必ず交付されます。その

書類の整理が帳簿作成の第一歩です。 

 

（2） 仕訳帳 ： 仕訳伝票作成 

 

（仕訳の一例） 

現金100円でボールペンを買った 消耗品 / 現金    100 

商品500円分を掛けで仕入れた 仕入  /  買掛金  500 

商品を1000円で現金で売った 現金  /  売上   1000 

銀行から1000円借り預金に入れた 預金  /  借入金  1000 

 

（3） 総勘定元帳（補助簿） ： 手書又は会計ソフト若しくは外部に依頼し作成します 
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（4） 試算表 ： 毎月、年に一度等企業によって異なりますが業績を的確に把握するため

に毎月作成する事をお勧めします。 

 

※新規開業に際し、資金調達や人材の確保、顧客の獲得などの困難を克服しなけ

ればなりません。しかも、こうした課題をクリアして開業にたどりついたとしても、創業

1年目での廃業率は約30％（3年以内 約 70％、10年以内 約80％）と言われて

います。 

 

 

（5） 青色決算書（貸借対照表、損益計算書）確定申告書は後述します。 
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【4】確定申告の仕組み 

 

① 売上 － 仕入 － 経費 ＝ 差引金額 
② 差引金額－専従者給与（注1）－青色控除（注2）＝ 所得金額 
 

③ 所得金額 － 所得控除（注3） ＝ 課税される所得金額  
④ 課税される所得金額 ×税率（注4）＝ 所得に対する税額 
⑤ 所得に対する税額－特別控除（注5）など＝所得税額（復興税を除く） 
 

 

 

（注） 

（1）専従者給与 

「一定の条件」に該当する親族に支払った給与を経費として計上することができる制度です。

経費として認められるためには「青色事業専従者給与に関する届出書」を納税地の税務署

へ提出しなければなりません。提出期限は、専従者（家族）に給与を支払う年の３月１５日ま

でですが「１月１６日以降に開業した方又は新たに専従者が増えた方」については２ヵ月以

内に提出が必要です。 

 

一定の条件とは・・ 

① 青色申告者と生計を一にする配偶者その他の親族であること 
② 年齢が１５歳以上であること(その年の１２月３１日現在) 
③ 原則、年間６ヵ月（つまり２日に１日以上）を超えて、青色申告者の事業に専念してい
ること 

  

（2）青色申告特別控除 

青色申告特別控除には、  １０万円 と ６５万円 の２種類の特別控除が設けられてい

ます。 

 

① 10万円控除 ・・ 簡易簿記（家計簿のようなシンプルな帳簿） 
② 65万円控除 ・・ 「複式簿記」で帳簿を作成 
 

（3）所得控除 

① 雑損控除 
② 医療費控除 
③ 社会保険料控除 （年金・健康保険） 
④ 小規模企業共済等掛金控除（1,000円～70,000円） 
⑤ 生命保険料控除 （最高 12万円） 

青色決算書 

確定申告書 
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⑥ 地震保険料控除 （最高 5万円） 
⑦ 寄附金控除   
「ふるさと納税」制度に関しては2015年4月1日より税制改正が行われました。 

１）控除額が2倍に：住民税のおよそ1割程度だった還付、控除額が2割程度に拡

大しました。 

２）確定申告が不要に：年間に 5自治体までの寄附であれば、寄附ごとに申請書を

寄附自治体に郵送することで確定申告が不要となります。 

 

⑧ 障害者控除 （一般 27万、特別障害者 40万、同居の特別障害者 75万）  
⑨ 寡婦・寡夫控除 （27万 特別の寡婦 35万）  
⑩ 勤労学生控除  （27万 所得制限有） 
⑪ 扶養控除  （15歳以下は対象外 16歳から18歳 38万、19歳から22歳 63万 
70歳以上の扶養親族 48万 同居だと58万） 

⑫ 配偶者控除  （38万 70歳以上だと 48万） 
⑬ 配偶者特別控除  （3万から38万） 
⑭ 基礎控除 （本人 38万） 

 

（4）税率（所得税） 

 

 

（5）特別控除 

① 住宅借入金等特別控除 
② 認定ＮＰＯ法人等寄付金特別控除など 
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（復習） 

 

1. 売上 － 仕入 － 経費 ＝ ① 
2. ① － 専従者給与 － 青色申告特別控除 ＝ ② 
 

3. ② － 所得控除 ＝ ③  
4. ③ × 税率 ＝ ④ 
5. ④ － 特別（税額）控除など ＝ 所得税額（復興税を除く） 
 

 

 

税金を少なくするポイント！ 

 

 

・経費 

・専従者給与 

・青色申告特別控除 

・所得控除 

・×税率（5％から45％） 

・特別（税額）控除 

 

 

税金は少ない方が良いのですが ・・ 生活費が少ないのも困ります・・ 

 

（シミュレーション） 

 
 

 

 

 

 

 

青色決算書 

確定申告書 

数々の困難を乗り越えやっと開業

したのですから！ 
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【5】確定申告に必要な書類  

 

（1） 青色決算書 
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（2） 確定申告書 

 

 

 

「青色決算書」、「所得税確定申告書」の基礎になるのが「帳簿」です。 
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【6】勘定科目  

一般的な必要経費の一覧表 

   必要経費になるのは、事業の遂行に必要なもの（部分）だけです  

科 目  具    体    例  

租税公課 １． 事業税、固定資産税、自動車税、不動産取得税、登録免許税、印紙税などの税金 

２． 青色申告会、商店会、同業種組合などの会費や組合費  

※所得税や住民税、国民健康保険税、延滞税、加算金、罰金などは必要経費になりません。 
 

荷造運賃 販売商品の包装材料、荷造りのための費用、運賃 

水道光熱費 水道料、電気料、ガス、灯油などの購入費・・・事業用のもの（部分）に限ります 

旅費交通費 電車賃、バス代、タクシー代、宿泊代 

通信費 電話料、切手代、電報料 

広告宣伝費 新聞・雑誌の広告料、チラシの印刷代、新聞広告の折り込み料、大売出しの景品などの費用 

接待交際費 取引先などを接待する茶菓子代・旅行代などの費用・中元の費用・・・事業用のものに限ります 

損害保険料 事業用資産に対する火災保険、業務用車輌に対する自動車保険などのうち、掛け捨て部分 

修繕費 事業用の建物・機械装置・自動車などの通常の維持修理にかかった費用 

消耗品費 包装紙・事務用品・帳簿類などの費用（使用期間が１年未満又は取得価格が１０万円未満のものを

含む） ※10万円を超えると資産となります。 

福利厚生費 従業員に対する事業主負担分の健康保険・厚生年金・雇用保険などの保険料や掛金 

給料賃金 給料、アルバイト料、退職金、賃金など・・・家族に対するものは原則として認められません 

青色申告者は事前に届け出た金額の範囲内で家族に対する給与等」が経費として認められます。 

利子割引料 事業用の借入金の利子、受取手形の割引料 

地代家賃 店舗や事務所などの敷地や建物の賃借料 ※敷金(返金される部分）は経費になりません。 

建物の権利金（敷き引き２０万円以上）は繰延資産になり償却します。 

貸倒金 売掛金、貸付金などの貸倒れ損失 

専従者給与 青色事業専従者に対して支払った金額・・・事前の届出が必要です 

注意：仕事の内容にふさわしい金額であるか検討を要します 

車両関係費 ガソリン代・修繕費・車検費用・損害保険料・自動車税などの自動車にかかった費用 

※事業用のもの（部分）に限ります 

減価償却費 事業用の建物・機械装置・自動車などについて、所定の方法により計算します 
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【7】税務関係の手続きと監督官庁  

 

（1） 自分の税金（確定申告） 

① 所得税：3月15日までに住所地又は事業所を所轄する税務署に確定申告書を提
出し所得税を納付します。 

 

② 住民税：区役所より納税通知が来ます。 
納期は、第1期： 6月末まで、第2期： 8月末まで、第3期： 10月末まで、第4

期：翌年1月末まで 

 

③ 事業税：課税所得が290万円を超える事業者に係る税金です。 
 

 

納期は、第1期が8月、第2期が11月です。 

 

④ 消費税：原則的には開業から2年間は課税されません。ただし、設備投資が多い場
合には課税事業者を選択できます。 

 

・課税売上が1,000万円を超えた翌々年に課税事業者となりますので速やかに「消

費税課税事業者届出書」を税務署に提出してください。 

 

・課税売上高又は給与の支給額は1月1日から6ケ月間で1,000万円を超えた場

合には翌年から課税事業者となるますので注意が必要です。 

 

・課税売上が5,000万円未満の事業者は「簡易課税制度」を選択することにより消

費税の納付額が少なくなる場合もあります。 
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（2） 従業員の税金 

① 源泉所得税の納付（事業所が従業員より徴収） 
・「原則」的には支払った月の翌月10日までに納付しなければなりません。 

・納期の「特例」を選択した場合には7月10日と1月20日までに納付してくださ

い。 

 

② 年末調整で従業員全員の税金の清算 
・従業員から税金を「多く」差し引いていたら各人に戻し、「少な」ければ従業員から

徴収します。 

 

③ 法定調書等を1月31日までに税務官庁に提出します。 
・市役所：従業員全員の源泉徴収票 

・税務署：法定調書 

 

（3） 償却資産の申告 

・建物、車両等のほか、店舗内装、調理器具、工具器具備品等を購入した場合に市

役所に1月31日までに申告します。 

 

・課税標準額×税率1.4％となりますが、課税標準額が150万円未満の場合課税さ

れません。 
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【8】税務手続きのまとめ  

 

提出先 内容 期限 

所得税 

個人事業で１年間に稼いだ儲け（所得）にかか

る税金です。売上から経費を引いた所得に対し

て課税されます。 

個人事業の税金の中でメインとなる税金で、所

得に応じて税率が決まります。 

翌年2月16日から3月15日まで

に確定申告。 

(税務署） 

住民税 

住んでいる都道府県・市町村に納める税金で、

所得に応じて課税される「道府県民税」と「市町

村民税」の2種類があります。 

納付は毎年6月頃に送られてくる納付書を使

って納税します。 

前年の確定申告をもとに計算されま

す。確定申告をしていれば申告は不

要です。 

（市税事務所・道税事務所） 

事業税 

個人事業主が営む事業の内、法律で定められ

た事業に対して課される税金です。 

都道府県に納税します。 

前年の事業所得をもとに計算されま

す。確定申告をしていれば申告は不

要です。 

（道税事務所） 

消費税 

ほぼすべての取引に対して課される税金。個人

事業の場合、最初の2年間は免税事業者とな

り、支払う必要はありません。（6ケ月の売上又

は給与が1,000万円を超えた場合には翌年か

ら課税事業者） 

前々年の売上が 1,000万以上となった場合に

納税義務が発生します。 

翌年3月末までに確定申告 

(税務署） 

源泉徴収 

従業員を雇っている場合は、「源泉徴収義務

者」として、従業員の給料から所得税・住民税を

差引いて、「徴収した月の翌月の10日」までに

納付することとなっています。 

 

徴収月の翌月の10日に支払(納期

の特例の適用ある場合は、7月10

日と1月20日） 

年末には年末調整をして清算を行

い、（市役所）及び（税務署）に法定

調書を提出します。 

固定資産税 

固定資産税とは、賦課期日（１月１日）現在の固

定資産（土地、家屋、償却資産）の所有者に対

し、その固定資産の価格をもとに算定される税

額を、その固定資産が所在する市町村が課税

する税金です。 

毎年１月１日現在所有している償却

資産の内容を、1月末日までに申告

（市税事務所) 
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【9】困った時の相談窓口 
 
札幌西税務署 〒063-0824 

札幌市西区発寒4条1丁目7番1号 

電話：011-666-5111 

 

札幌西青色申告会連合会 〒063-0051 

札幌市西区 宮の沢１条１丁目１－３ 宮の沢１条ビル３階 札幌商工会議所 中小企業相談

所 西支所内 

電話番号：011-667-2560 

 

札幌商工会議所 西支所 〒063-0051 

札幌市西区 宮の沢１条１丁目１－３ 宮の沢１条ビル３階  

電話番号：011-665-6431 

 

 
 

 

札幌商工会議所 中小企業相談所西支所 

 担当 専門相談員  

 税理士 佐藤 寿志 

事務所：札幌市手稲区手稲本町2条2丁目4-7 

ＴＥＬ：011-699-5925 ＦＡＸ：011-699-5926 

http://www.satou-zeirishi.net/ 

http://www.satou-zeirishi.net/

